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平成 16 年４月 23 日 

 

各  位 

 

平成 16 年 12 月期第１四半期業績状況 

 

上場会社名      アンジェス ＭＧ株式会社 

(コード番号 4563 東証マザーズ) 

本社所在地 大阪府豊中市新千里東町１－４－２ 

代 表 者      代表取締役社長    山田  英 

問 合 せ 先      取締役管理本部長   中塚 琢磨 

TEL 03－5730－2753 

 

１．業  績 

(1) 平成 16 年 12 月期第１四半期の業績(平成 16 年１月１日～平成 16 年３月 31 日) 

(百万円未満切捨) 

 15 年 12 月期 
第１四半期 
(前年同期) 

16 年 12 月期 
第１四半期 
(当四半期) 

対前年 

増減率 
前期(通期) 

 

事 業 収 益 

百万円

816 

百万円

429 

％  

△47.4 

百万円

2,452 

営 業 利 益 △ 17 △ 399 ― △ 955 

経 常 利 益 △ 16 △ 398 ― △ 958 

当 期 純 利 益 △ 17 △ 399 ― △ 986 

総 資 産 5,861 10,603 80.9 10,829 

株 主 資 本 4,471 9,239 106.6 9,461 

 

(2) 事業別の事業収益内訳 (百万円未満切捨) 

15 年 12 月期 
第１四半期 
(前年同期) 

16 年 12 月期 
第１四半期 
(当四半期) 

前期(通期) 
 

金  額 構成比 金  額 構成比

対前年 

増減率 
金  額 構成比

 

医 薬 品 

百万円 

768 

％ 

94.2 

百万円

420 

％ 

97.9 

％  

△45.3 

百万円 

2,335 

％ 

95.2 

研究用試薬 0 0.1 0 0.1 △10.9 2 0.1 

そ の 他 46 5.7 8 2.0 △82.0 114 4.7 

合  計 816 100.0 429 100.0 △47.4 2,452 100.0 

 

 

(注) 平成 15 年 12 月期及び平成 16 年 12 月期の第１四半期の財務諸表については、東京証券取引所の「上場有

価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い別添；四半期財務諸表に対する意見表明に

係る基準」に基づき、監査法人トーマツの四半期財務諸表に対する手続きを受けております。 
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２．業績の概況(平成 16 年１月１日～平成 16 年３月 31 日) 

 

(1) 当第１四半期の概況 

当四半期におけるわが国経済は、雇用情勢に厳しさが残るものの、輸出が中国向けを中心に大幅

に増加し、設備投資も企業収益の回復や資本ストック調整の進展を受けて増加していることから、

景気は着実に回復しております。先行きについても、円高による輸出や国内経済への影響を懸念す

る向きもありますが、米国経済が回復基調を示しており、わが国株価の上昇に見られるように、引

き続き景気の回復が続くことが見込まれております。 

一方で、わが国医薬品業界については、医療費抑制政策により医療用医薬品市場の伸びが鈍化し

ていることから、わが国製薬企業にとっては、世界で通用する画期的新薬の開発がより一層重要な

課題になっております。 

このような状況の下、当社は、連結子会社３社と連携しながら、現状の３つの主要プロジェクト

の研究開発を着実に進めるとともに、新たな提携候補先との契約交渉を行うなど、事業の拡大を図

ってきました。 

HGF 遺伝子治療薬及び NFκB デコイオリゴの前臨床試験及び臨床試験を進めましたが、これらに対

して、提携先の第一製薬株式会社及び生化学工業株式会社から、開発協力金を受入れ、事業収益に

計上しています。 

研究用試薬事業については、NFκB デコイオリゴを含むデコイ型核酸に関して株式会社ジーンデザ

イン及び北海道システム･サイエンス株式会社と提携しており、これら研究用試薬の販売額の一定率

をロイヤリティとして各社から受入れ、事業収益に計上しております。 

この結果、当四半期における事業収益は 4億 29 百万円(前年同期比 3 億 87 百万円(△47.4％)の減

収)、経常損失は 3億 98 百万円(前年同期の経常損失は 16 百万円)、当期純損失は 3億 99 百万円(前

年同期の当期純損失は 17 百万円)となりました。 

 

(2) 研究開発の概況 

当四半期における研究開発費は 6 億 70 百万円(前年同期比 23 百万円(△3.4%)の減少)、対事業収

益比率は 156.1％となりました。 

当社は、連結子会社３社と連携しながら、３つの主要プロジェクトを中心に研究開発を進めてい

ます。 

HGF 遺伝子治療薬に関しては、末梢性血管疾患及び虚血性心疾患の両領域において、日米両国にお

ける臨床試験の準備を進めました。この結果、末梢性血管疾患領域においては、米国で第Ⅱ相臨床

試験を実施しておりますが、平成 16 年３月、日本でも、多施設二重盲検試験を第Ⅲ相臨床試験とし

て開始することができました。さらに、虚血性心疾患領域においては、平成 16 年２月、米国で第Ⅰ

相臨床試験を開始するための IND(Investigational New Drug、治験薬申請)を提出することができま

した。同領域では、日本でも早期に臨床試験を開始できるように準備を進めております。 

NFκB デコイオリゴに関しては、アトピー性皮膚炎、乾癬、関節リウマチ、変形性関節症及び血管

再狭窄予防の各領域において薬効薬理試験を行いました。同時に、臨床試験開始に向け本格的な安

全性試験や原薬の安定性試験を進めています。また、DDS(Drug Delivery System)技術による効率的

な NFκB デコイオリゴ投与方法の研究も開始しています。 
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医薬品開発の状況 

プロジェクト 対象疾患 地域 開発段階 提携状況 

日本 第Ⅲ相 末梢性血管疾患 

米国 第Ⅱ相 

虚血性心疾患 米国 第Ⅰ相準備中 

第一製薬 

株式会社 

HGF 遺伝子治療薬 

パーキンソン  前臨床 未定 

アトピー性皮膚炎  臨床準備中 未定 

乾癬  前臨床 未定 

関節リウマチ  臨床準備中 

変形性関節症  前臨床 

生化学工業 

株式会社 

NFκB デコイオリゴ 

血管再狭窄予防  臨床準備中 株式会社 

グッドマン 

 

HVJ-E 非ウイルス性ベクターに関しては、連結子会社ジェノミディア株式会社において研究開発を

進めております。 

まず、遺伝子探索研究としては、大阪大学医学系研究科金田安史教授、産業技術総合研究所関西

センターとの共同で開発しておりました高速遺伝子機能解析デバイスが完成し、同デバイスを用い

た新規遺伝子の探索研究を開始することができました。 

一方で、DDS に応用する研究としては、同ベクターの製造に必要なマスターセルバンクを整備致し

ました。さらに、DDS として HVJ-E 非ウイルス性ベクターを用いるための安全性試験を進めました。 

 
３．当期の見通し(平成 16 年１月１日～平成 16 年 12 月 31 日) 

当社は、連結子会社３社と連携しながら、現状の３つの主要プロジェクトの研究開発を着実に進

めるとともに、新規の提携候補先との契約交渉を行うことで、業務提携先からライセンス料(契約一

時金及びマイルストーン)や開発協力金を受け入れていく予定です。 

当期見通しについては、HGF 遺伝子治療薬を中心とする開発協力金の増加による事業収益の伸びが

期待できるものの、既存プロジェクトの研究開発の進捗状況や新規提携候補先との契約交渉の進展

に依存する度合いが高く、現時点で不確実性が高いため、これら研究開発の進捗や新規契約の達成

可能性などを考慮し、開示する予想数値には幅をもたせています。 

業績予想としては、平成 16 年２月６日の前期決算発表時に公表致しましたとおり、事業収益 3,300

～4,300 百万円、経常利益△1,900～△900 百万円、当期純利益△1,900～△900 百万円を見込んでお

ります。 

 

※ 上記の予想は、現時点において、入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実要因に関しての仮定を前

提としています。実際の業績は、今後様々な要因により上記の予想とは異なる可能性があります。 
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４．四半期財務諸表等 

  四半期財務諸表 

① 四半期貸借対照表 

 

  
前第１四半期 
会計期間末 

(平成15年３月31日) 

当第１四半期 
会計期間末 

(平成16年３月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   3,472,353 5,299,932  5,995,176

２ 売掛金   370,613 118,164  83,826

３ 有価証券   ― 2,299,776  2,298,748

４ たな卸資産   763,931 639,758  512,366

５ 前渡金   575,598 1,140,543  921,485

６ 前払費用   57,982 39,268  47,834

７ 未収入金   14,693 ―  ―

８ 立替金   156,474 22,795  23,869

９ 信託受益権   ― 500,000  500,000

10 その他   320 5,870  3,872

11 貸倒引当金   △781 ―  △118

流動資産合計   5,411,186 92.3 10,066,109 94.9  10,387,059 95.9

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物  184,112 124,637 124,637 

  減価償却累計額  △49,263 134,849 △60,032 64,604 △56,022 68,614

(2) 機械装置 ※３ 86,344 2,143 2,143 

  減価償却累計額  △58,323 28,021 △1,619 523 △1,548 594

(3) 工具器具備品 ※３ 95,839 146,643 129,822 

  減価償却累計額  △36,624 59,214 △75,160 71,482 △68,495 61,327

有形固定資産合計   222,085 3.8 136,610 1.3  130,537 1.2

２ 無形固定資産   91,393 1.6 159,107 1.5  75,367 0.7

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   ― 1,000  1,000

(2) 関係会社株式   90,384 186,006  186,006

(3) 長期前払費用   8,177 15,818  10,594

(4) 敷金保証金   38,688 39,216  39,216

投資その他の資産 
合計 

  137,250 2.3 242,041 2.3  236,817 2.2

固定資産合計   450,729 7.7 537,760 5.1  442,722 4.1

資産合計   5,861,915 100.0 10,603,870 100.0  10,829,781 100.0
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前第１四半期 
会計期間末 

(平成15年３月31日) 

当第１四半期 
会計期間末 

(平成16年３月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   239,113 112,523  107,582

２ 未払金   129,949 100,119  64,790

３ 未払費用   6,588 8,229  4,201

４ 未払法人税等   1,655 1,850  4,695

５ 未払消費税等 ※４  16,151 270  37,003

６ 前受金   990,928 1,135,843  1,143,444

７ 預り金   6,169 5,831  6,438

流動負債合計   1,390,555 23.7 1,364,667 12.9  1,368,157 12.6

負債合計   1,390,555 23.7 1,364,667 12.9  1,368,157 12.6

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,803,297 30.8 4,872,049 45.9  4,784,341 44.2

Ⅱ 資本剰余金    

 資本準備金   3,100,690 6,169,442  6,081,734

資本剰余金合計   3,100,690 52.9 6,169,442 58.2  6,081,734 56.2

Ⅲ 利益剰余金    

 第１四半期(当期) 
 未処理損失 

  432,626 1,801,709  1,402,493

利益剰余金合計   △432,626 △7.4 △1,801,709 △17.0  △1,402,493 △13.0

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― △580 △0.0  △1,957 △0.0

資本合計   4,471,360 76.3 9,239,202 87.1  9,461,624 87.4

負債資本合計   5,861,915 100.0 10,603,870 100.0  10,829,781 100.0
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② 四半期損益計算書 

 

  

前第１四半期 
会計期間 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当第１四半期 
会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 事業収益   816,574 100.0 429,407 100.0  2,452,246 100.0

Ⅱ 事業費用    

 １ 研究開発費 ※４ 693,575 670,280 2,822,469 

 ２ 販売費及び 
   一般管理費 

 140,216 833,792 102.1 158,897 829,178 193.1 585,550 3,408,020 139.0

営業損失   17,218 △2.1 399,771 △93.1  955,774 △39.0

Ⅲ 営業外収益 ※１  2,617 0.3 5,954 1.4  34,586 1.4

Ⅳ 営業外費用 ※２  1,709 0.2 4,569 1.1  37,634 1.5

経常損失   16,310 △2.0 398,385 △92.8  958,821 △39.1

Ⅴ 特別利益   ― ― 118 0.0  226 0.0

Ⅵ 特別損失   ― ― ― ―  24,541 1.0

税引前第１四半期 
(当期)純損失 

  16,310 △2.0 398,267 △92.8  983,136 △40.1

法人税、住民税 
及び事業税 

  753 0.1 948 0.2  3,794 0.2

第１四半期(当期) 
純損失 

  17,063 △2.1 399,215 △93.0  986,930 △40.3

前期繰越損失   415,563 1,402,493  415,563

第１四半期(当期) 
未処理損失 

  432,626 1,801,709  1,402,493
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 子会社株式 

    移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

  ② 子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 子会社株式 

同左 

 (2) デリバティブ 

   時価法 

 (2) デリバティブ 

―――――― 

 (2) デリバティブ 

   時価法 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

    移動平均法による原価法 

  ② 仕掛品 

    個別法による原価法 

  ③ 貯蔵品 

    最終仕入原価法 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

同左 

  ② 仕掛品 

同左 

  ③ 貯蔵品 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

同左 

  ② 仕掛品 

同左 

  ③ 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

  定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 ３年～15年

機械装置 ３年～４年

工具器具備品 ３年～10年
 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における見込

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法によっております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、四半期

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 
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前第１四半期会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上することとしてお

ります。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について振当処理を

行っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    為替予約 

   ヘッジ対象 

外貨建予定取引及び外貨建

金銭債権債務 

 (3) ヘッジ方針 

外貨建取引に係る為替変動リ

スクの回避を目的として、ヘッ

ジを行っております。 

 (4) ヘッジの有効性の評価方法 

為替予約の締結時にヘッジ対

象と同一通貨建てによる同一金

額で同一期日の為替予約を振当

てているため、その後の為替相

場の変動による相関関係は完全

に確保されており、その判定を

もって有効性の判定に代えてお

ります。 

６ ヘッジ会計の方法 

―――――― 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について振当処理を

行っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    為替予約 

   ヘッジ対象 

外貨建予定取引及び外貨建

金銭債権債務 

 (3) ヘッジ方針 

外貨建取引に係る為替変動リ

スクの回避を目的として、ヘッ

ジを行っております。 

 (4) ヘッジの有効性の評価方法 

為替予約の締結時にヘッジ対

象と同一通貨建てによる同一金

額で同一期日の為替予約を振当

てているため、その後の為替相

場の変動による相関関係は完全

に確保されており、その判定を

もって有効性の判定に代えてお

ります。 

７ その他四半期財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

７ その他四半期財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 

 

 

(2) 貸借対照表 

財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対

照表の資本の部については、改

正後の財務諸表等規則により作

成しております。 
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前第１四半期会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

  (3) １株当たり情報 

当事業年度から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平

成14年９月25日 企業会計基準

適用指針第４号)を適用してお

ります。 

 

表示方法の変更 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

―――――― (四半期貸借対照表) 

前第１四半期会計期間において区分掲記しておりまし

た「未収入金」はその重要性が低くなったことから流動

資産の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当第１四半期会計期間の「未収入金」は3,742

千円であります。 

 

追加情報 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

(四半期貸借対照表) 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当第１四半期会計期間における

四半期貸借対照表の資本の部につい

ては、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

―――――― ―――――― 
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注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

 
前第１四半期会計期間末 
(平成15年３月31日) 

当第１四半期会計期間末 
(平成16年３月31日) 

前事業年度末 
(平成15年12月31日) 

１   ―――――― １ 偶発債務 

次の関係会社のリース債務につ

いて債務保証を行っております。

ジェノミディア株式会社 

106,304千円

１ 偶発債務 

次の関係会社のリース債務につ

いて債務保証を行っております。

ジェノミディア株式会社 

106,304千円

 ２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。 

当座貸越 
契約の総額 

2,000,000千円

当第１四半期
末残高 

― 千円

 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。

当座貸越 
契約の総額 

1,700,000千円

当第１四半期
末残高 

― 千円

 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。

当座貸越 
契約の総額 

2,000,000千円

当期末残高 ― 千円

 
※３ 有形固定資産の取得価額から

国庫補助金による取得価額（機

械装置 46,044千円、工具器具

備品 45,982千円）を控除して

おります。 

※３   ―――――― ※３   ―――――― 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税等

として表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４   ―――――― 

 

(四半期損益計算書関係) 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

※１   ―――――― ※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

受取利息 183千円

有価証券利息 1,511 
 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

受取利息 144千円

有価証券利息 428 

補助金収入 17,365 
 

※２   ―――――― ※２   ―――――― ※２ 営業外費用の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

新株発行費償却 35,925千円
 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 25,871千円

無形固定資産 3,489 
 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 10,746千円

無形固定資産 4,898 
 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 92,494千円

無形固定資産 14,761 
 

※４   ―――――― ※４   ―――――― ※４ 研究開発費のうち84,570千円

については、国庫補助金により

実費相当額の支払を受けている

ため、研究開発費から控除して

おります。 

なお、国庫補助金により取得

した有形固定資産のうち、会社

負担分については、特定の研究

開発目的の固定資産として、取

得時に研究開発費として処理し

ております。 
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(リース取引関係) 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、第

１四半期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

第１四半
期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 150,948 9,434 141,514 

工具器具 
備品 

129,922 102,708 27,214 

合計 280,871 112,142 168,728 

  

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、第

１四半期末残高相当額 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

第１四半
期末残高
相当額
(千円)

工具器具
備品 

72,950 33,697 39,252

  

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、期

末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
備品 

68,635 22,575 46,059

  

(2) 未経過リース料第１四半期末

残高相当額 

１年内 45,680千円

１年超 101,446 

合計 147,126 
 

(2) 未経過リース料第１四半期末

残高相当額 

１年内 34,412千円

１年超 5,403 

合計 39,815 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 38,003千円

１年超 8,637 

合計 46,640 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 26,777千円

② 減価償却費 
  相当額 

24,888 

③ 支払利息 
  相当額 

749 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 11,493千円

② 減価償却費 
  相当額 

11,278 

③ 支払利息 
  相当額 

252 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 76,989千円

② 減価償却費 
  相当額 

73,532 

③ 支払利息 
  相当額 

4,363 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 

 

(有価証券関係) 

前第１四半期会計期間末、当第１四半期会計期間末及び前事業年度において子会社株式で時価のあ

るものはありません。 

 
 
(１株当たり情報) 

四半期連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 
 

前第１四半期会計期間 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日) 

―――――― ―――――― １ ストックオプション 

平成16年２月20日開催の取締役

会及び平成16年３月30日開催の定

時株主総会の決議に基づき、当社

及び当社子会社の取締役、従業員

並びに就業予定者に対して、商法

第280条ノ20及び第280条ノ21の規

定に基づき、新株予約権の付与を

行なうものであります。 

(1) 株式の種類：普通株式 

(2) 新株予約権の予定総数： 

①900個を上限とする。 

②900個を上限とする。 

(3) 新株予約権の発行価額：無償

(4) １株当たりの払込価額： 

①新株予約権を発行する日の属

する月の前月の各日(取引の

成立しない日を除く)の東京

証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値の平均

値に1.05を乗じた金額とし、

計算の結果生じる１円未満の

端数は切り上げる。ただし、

その金額が新株予約権を発行

する日の東京証券取引所にお

ける当社普通株式の終値(当

日に取引が無い場合は、その

日に先立つ直近日の終値)を

下回る場合には、当該終値を

払込価額とする。 

②１株当たり280,396円 

(5) 新株予約権の行使期間： 

①平成18年４月１日から 

 平成25年12月31日まで 

②平成16年４月１日から 

 平成23年12月31日まで 
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